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表３　事務用機械器具賃貸業のレンタルの物件別年間売上高

平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

計 16,186 100.0
電子計算機・同関連機器 15,090 93.2
事務用機器 1,096 6.8

区　　　分
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93.2%

事務用機
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6.8%

構成比

表４　事務用機械器具賃貸業のリースの物件別年間契約高

平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

計 30,882 100.0
電子計算機・同関連機器 25,934 84.0
事務用機器 4,948 16.0

区　　　分
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事務用機

器

16.0%

構成比

（３）レンタル年間売上高 

   平成 21 年のレンタル年間売上高は 161 億 8,600 万円となりました。 

 

 【物件別】 

    レンタル年間売上高を物件別にみると、｢電子計算機・同関連機器｣が 150 億 9,000 万円(構成比

93.2％)と全体の 9割強を占めています。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）リース年間契約高 
   平成 21 年のリース年間契約高は 308 億 8,200 万円となりました。 

 

  【物件別】 

    リース年間契約高を物件別にみると、｢電子計算機・同関連機器｣が 259 億 3,400 万円(構成比

84.0％)と全体の 8割強を占めています。 
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表７　事務用機械器具賃貸業のレンタルの契約先産業別年間売上高

平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

16,186 100.0
建設業 410 2.5
製造業 1,218 7.5
電気･ガス･熱供給･水道業 X X 
情報通信業 6,404 39.6
運輸業,郵便業 - - 
卸売業,小売業 2,549 15.7
金融業,保険業 X X 
不動産業,物品賃貸業(同業者を除く) X X 
学術研究,専門･技術サービス業 - - 
宿泊業,飲食サービス業 - - 
生活関連サービス業,娯楽業 - - 
教育,学習支援業 X X 
サービス業 1,746 10.8
公務 1,960 12.1
同業者 554 3.4
その他 847 5.2 　※「その他の産業」は、「X」の数値の合計です。

区　　　分

計

建設業

2.5%
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7.5%
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表８　事務用機械器具賃貸業のリースの契約先産業別年間契約高

平成２１年

構成比(％)

（百万円） （％）

30,882 100.0
建設業 610 2.0
製造業 4,857 15.7
電気･ガス･熱供給･水道業 107 0.3
情報通信業 8,162 26.4
運輸業,郵便業 146 0.5
卸売業,小売業 4,281 13.9
金融業,保険業 3,386 11.0
不動産業,物品賃貸業(同業者を除く) X X 
学術研究,専門･技術サービス業 X X 
宿泊業,飲食サービス業 X X 
生活関連サービス業,娯楽業 X X 
教育,学習支援業 X X 
サービス業 3,666 11.9
公務 3,242 10.5
同業者 199 0.6
その他 1,902 6.2 　※「その他の産業」は、「X」の数値の合計です。
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13.9%

金融業,
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11.9%
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10.5%
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その他

6.2%

その他の
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1.0%

構成比

（６）レンタル年間売上高  
   平成 21 年のレンタル年間売上高は 161 億 8,600 万円となりました。 

【契約先産業別】 

    レンタル年間売上高を契約先産業別にみると、構成比の最も大きな｢情報通信業」が 64 億 400

万円(構成比 39.6％) と全体の約 4割の構成比を占めています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（７）リース年間契約高 

   平成 21 年の年間売上高は 308 億 8,200 万円となりました。 

【契約先産業別】 

    リース年間契約高を契約先産業別にみると、構成比の最も大きな｢情報通信業」が 81 億 6,200

万円(構成比 26.4％)となっています。 
 

 

 

 

 

 

  


